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従来日本企業の中国進出の動機は、輸出製品の生産拠点として安価で豊富な労働力が得られるこ
とにあり、近年は巨大な中国市場が意識されるなど、新たな段階を迎えている1）。そのなかで上海
は1992年の 小平による「南巡講話」以降、その経済的窓口を広く開放し、めざましい発展をとげ
ている。その経済機能は上海市の郊外県、さらに江蘇省南部、浙江省東北部へ波及している2）。
本稿の目的は、日本企業が中国で合弁事業を展開する上で、経営の現地化の鍵となる現地中核人
材育成に関して、現状と課題を明確にすることである。彼らが現在までにどのように育成されたか、
部下を現在どのように育成しているか、将来のキャリア目標をどのように描いているかを、現地調
査に基づいて考察する。なお今回の調査は、上海の経済機能の波及圏内である上海市、その郊外県
及び浙江省杭州市の日系合弁企業に在籍する中間管理職者の事例である。
2.1 先行研究の対象と視点
本稿では、中国での国際企業経営における技術移転及び人材育成に言及している主要先行研究と
して、関（1997･1999）、藤井（2001）、安室ほか（1999）、馬（1997）、 （1999）を参照した。関
（1997）は中国産業発展の牽引役となっている上海の状況を、国有・外資・郷鎮企業各々について
現地調査に基づき詳述している。調査は現地経営者・駐在者へのインタビューと現場視察を中心に
実施され、その考察視点は「安くて豊富な労働力」を求めて生産拠点を形成した日本企業の次のス
テップは何か、果たすべき役割は何かに向けられている。関（1999）による「発展途上国の発展プ
ロセスと先進国」モデルによれば、東アジアは「黎明期」を経て「発展期」に入り、基幹産業の
「国産化」が進められている状況下にあると位置付けられている。この段階で重要なことは、「技術
移転」を推進し技術を「共有」していくことであると関は述べており、相手国に協力する取組みを
進めることによって日本企業は存在感を増すことができるとしている。
藤井（2001）は、東アジア圏における国際分業進展の特質を自動車、造船、電機、電子、繊維等
の産業での事例に基づき分析している。中国での事例は自動車、電子、電機、アパレル産業が取り
上げられ、経営者への直接インタビューと現場ワーカーへの質問紙調査によって労務管理の実態と
課題の抽出を試みている。例えば同じ電子産業に属する二社の労務管理と従業員の労働意識を比較
し、現地責任者が中国出身の高度な技術者であり、技術集約型で教育訓練とTQC活動にも力を入れ
ている企業のほうが、従業員の労働意欲が高いことが指摘されている。
2 先行研究及び本稿での考察対象と視点
1 はじめに
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安室ほか（1999）は、社会主義市場経済と企業ガバナンスの視点から、在中国外資系企業の労使
関係及び人事労務管理施策に焦点を当てた事例研究を行なっている。研究方法としては、経営者へ
のインタビュー及び（財）関西生産性本部ほかが中国日系企業に対して実施した質問紙調査の分析
が中心である。インタビュー事例のなかに、ダイセル化学工業（株）から西安恵大化学工業有限公
司総経理を務めた札場操氏による「ジンザイ」の考え方が挙げられている。「ジンザイ」のうち、
「人材」とは潜在能力が高くても能力発揮度が低い場合であり、能力発揮の機会を企業が提供でき
れば能力発揮度と潜在能力ともに高い「人財」になり得る。いかに「人材」を「人財」にするかが
重要であると指摘している。
以上のように先行研究では、企業経営者と現場ワーカーを対象とした調査が多く見られる。その
なかで馬（1997）はホワイトカラー層の比率が高いサンプルで質問紙調査をしていることが特徴で
ある。この調査から日系・米国系・欧州系企業の人事処遇について現地中国人就労者がどのように
感じているか、大きな傾向を把握することができる。結果から日系企業で若年層の賃金が低いこと
が不満要因のひとつとなっていることが挙げられている。馬は「日本型労働管理の良さを生かしな
がら中国の国情にある労働管理方法を模索するかが重要課題」であると述べ、年功序列的賃金体系
を見直していく必要性を指摘している。しかしながらサンプルのなかにさまざまな業種と職種が入
っているため、回答結果から業種と職種を特定することができない。また不満内容がどのような状
況下でのことなのか等具体的に記述されていないため、聞き取りが必要と考える。
一方、 （1999）は日本的生産システムの中国への技術移転を考察する際、技術移転を構成する
要素として、Ⅰ［モノ］、Ⅱ［モノとヒト］、Ⅲ［ヒトとヒト］、Ⅳ［部品］の４つを挙げている。
このなかでⅢが、「人材の開発と形成」の部分である。 は中国テレビ製造業の事例調査を通して、
現場の第一線ワーカーが数年にわたる能力考課を経て作業長に抜擢されることを見出し、これを
「現場の優秀な中核者の人材が常に底辺から産出される」仕組みとして指摘している。 はこの
「長期能力蓄積型の人材の存在と形成の仕組みこそ、日本的経営システムの真髄の部分であり、優
位性の源泉である」と結論づけている。 の主な考察対象は生産現場のワーカーから作業長へ昇進
した者たちであり、彼らの昇進までの過程が聞き取りによって調べられている。しかし彼らがその
過程で何を感じ、学んだか等、彼らの考えについてはほとんど触れられておらず、生産現場の中核
人材を育成することによる企業側のメリットの視点から考察されていることが特徴である。
2.2 本稿での考察視点
本稿では、先行研究で中心的に扱われることが少なかった現地中間管理職者（ホワイトカラー層）
を主要対象とする。キャリアを「ひとが仕事生活をある程度長期間続けている限り、年数の歩みと
ともに足跡が残り、その足跡が将来の方向性も示す」3）という考え方に沿って捉え、現地中間管理
職者に自己の過去から将来にわたるキャリアに関して話してもらう。その聞き取り内容から特徴を
抽出し、現地人材側の視点から人材育成の現状を捉え、今後の課題を考察することに主眼を置く。
3.1 調査概要
本稿での事例は、2002年２月19日から同年３月１日に中国の上海市、上海市郊外県、及び浙江省
杭州市で事業展開する日系合弁企業で実施した聞き取り調査に基づく。対象企業は計５社（上海能
3 現地調査の結果
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美西科姆消防設備有限公司、上海欣紅紡織有限公司､杭州松下家用電器有限公司、上海中和軟件有
限公司、上海坦思計算機系統有限公司）で、各企業の概要は表１のとおりである。
表1 調査対象企業の概要
出所：当該企業の広報資料に基づく。
聞き取りは、対象企業の現地中間管理職層の計17名に対して個人面接を、非指示的方法で30～40
分ずつ実施した。現地人材に対する質問は、ａ）現在までのキャリア形成過程で学んだこと・感じ
たこと、ｂ）部下や後輩達への指導に際しての留意点、ｃ）キャリア目標の３点から成る。回答者
のプロフィールは表２のとおりである。また経営管理者層（総経理、工場長、技術指導顧問等）の
計9名からは、自社の事業展開及び人材育成方針・施策について別途話を聴いた。
表2 現地中間管理職者のプロフィール
出所：本人からの聞き取りによる。（計17名）
注　：①職位は名刺に記載された名称、または本人が説明した職能に基づく。
②PLはプロジェクトリーダーの略称。
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3.2 調査結果
現地人材からの回答結果を付表に示す。以下では、質問事項ａ）～ｃ）のカテゴリー別に回答内
容から特徴を抽出する。
ａ）現在までのキャリア形成過程で学んだこと・感じたこと
①日系企業が求める品質水準が高く、その品質を実現するために顧客の立場に立つこと、
データや現場重視の姿勢を取ること。
（例）
・日系企業ではデータを重視する。品質に対する感覚が日中で異なる。（回答者A）
・お客様の立場に立つこと（A級品以外は使い物にならない、最初はそこまでやる必要
があるのかと思った）。（回答者D）
・三現主義（事務所のなかに座っていても何もならないことを2人の日本人から常に言
われた）。（回答者D）
・国有では上司が口で言うだけだったが、日系では日本人がモデルを示してくれる（感
動して尊敬の念を持ち、指示を納得できる）。（回答者E）
・時間に正確、リズムが速い（リラックスはできない）。（回答者G）
・仕事に対する態度がまじめ。ちょっと効率が悪いほどまじめすぎる。（回答者H）
②職場全体のなかで自分の仕事を位置付けることの重要性。
（例）
・国有では担当範囲が細かかった。日系では関連することも含めて全体を見る。全体に対応する知
識を求められる。（回答者F）
・国有では個人の担当範囲がはっきりしていなかった。日系では担当と段取りがはっきりしている。
（回答者I）
・チームワークが上手である。（回答者N）
ｂ）部下や後輩達への指導に際しての留意点
①スケジュール管理を重視し、現場で部下の話を聴きながら問題点を解決すること。
（例）
・毎日必ず現場を回り、部下が処理できないことは現場で解決する。（回答者A）
・日々のスケジュール表に沿って段取りができているかチェックする。（回答者D）
・新人には指導者を付けて、何か問題があればすぐに発見できるようにチェックする。（回答者N）
②部下の自尊心に配慮して皆で一緒に仕事をする姿勢を取ること。
（例）
・えらそうに言わない。（回答者B）
・部下の意見をまず聴く。（回答者G）
・リーダーとして部下と一緒に仕事をするというスタンスをはっきりさせる。
（回答者H）
・納期どおりに仕事を完成させるのがリーダーの役割だが、みんなの気持ちを考えながら一緒に仕
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事をしている。（回答者K）
ｃ）キャリア目標
①より上級のリーダーシップや管理職能の向上に関する研修を受講したり、実務経験を積んだりす
ること｡
（例）
・管理知識が不足していると思う。プログラマーから自然にプロジェクトリーダーになったので
あまりよくわからない。（回答者M）
・コスト管理や生産性向上についても経験を積みたい。（回答者N）
・プロジェクトリーダーになりたい。（回答者O）
②自己をレベルアップさせること、やりがいのある仕事につくこと。
（例）
・毎日同僚から何かひとついいところを得る、毎日を無駄にしない。（回答者A）
・時代の進歩が速くて、何かやはり勉強しないと力不足というか時代遅れになってしまうのではな
いか。（回答者G）
・お金は後の話。実力があればついてくる。（回答者K）
・独立しても小さい仕事しか来ない。規模の大きい仕事にやりがいを感じる。
（回答者L）
・大きなプロジェクトをやっていきたい。（回答者Q）
③家庭生活を向上させること。
（例）
・毎日元気に楽しく過ごすこと。大学在学中の息子が良い就職先を見つけられることを望んでいる。
（回答者E）
・もっと広い住宅の中に住みたい。（回答者I）
・仕事と家のことを一緒にやっていくのは大変。（回答者P）
4.1 現状と課題
前項で抽出した特徴に基づいて、本項では現地中核人材育成の現状と課題を考察する。考察は、
人材育成の時間軸に沿って、ａ）キャリア形成過程（過去）、ｂ）部下や後輩達への指導（現在）、
c）キャリア目標（将来）の３点から進める。
ａ）キャリア形成過程
回答者17名中、国有または外資系企業経験者が９名おり、そのうち国有企業経験者6名全員が仕
事の進め方の差異の大きさを挙げた。例えば品質に厳しくＡ級品以外は使用しないため、最初はそ
こまでやる必要があるのかという抵抗感を持ったことや、仕事のリズムが速いためにリラックスで
きないという意見が見られた。しかし国有では言われたことをやるだけだったが、日系では自分の
4 考察
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意見を言えるといった意見に見られるように仕事の進め方の差異について肯定的な考えが大勢を占
めた。
一方新卒入社者８名は、企業に対する先入観がない分入社当初の抵抗感は少ないが、入社後日本
での実務研修中に、定時になっても皆帰らずに残業することに対する印象が強いことが特徴である。
彼らは自分だけ早く帰社しづらい雰囲気に戸惑いながらも、職場で協力し合う姿を間近に見て、帰
国後仕事に対する責任感が強くなったと感じるなどの影響を受けている。また自分がリーダーの役
割を勤める状況下で、納期達成に向けてチームワークの重要性を実感していく。
また回答者が一緒に働いた（または働いている）日本人が仕事熱心であることや品質に対して厳
しいことが多く指摘された。今回話を聴いた日本人の技術指導者のひとりは、赴任前研修で日本企
業の仕事の進め方が特殊であることを忘れず、やり方を押しつけないことを学習したことと、相手
がわからなかったら自分の教え方が悪いことを肝に銘じていることを挙げた。この指導者のもとで
働いている回答者は、彼が自らモデルを示してくれて、これまでの不具合を改善してくれた姿を見
て感動し、納得のうえ自分もそうしようと思ったと述べている。
上述に見られるように、彼らが日系企業の仕事の進め方・考え方を理解し、それを中間管理職者
として職場で展開していくプロセスでは、所属企業の経営管理者層が言動で示したことや、彼らが
日本人と一緒に仕事をした経験で感じたことによる影響が強いことが特徴である。「モデルを示す」、
「繰り返す」ことが日系企業の仕事の進め方・考え方について、現地中核人材から理解を得るため
に必要なコミュニケーション方法の例である。
キャリア形成過程に関する課題としては、企業ごとにまたは同じ企業であっても職場ごとに指導
者と育成対象者が置かれている状況が異なることから、それぞれの状況に適したコミュニケーショ
ン方法を開発することが重要と考えられる。そのためには指導事例の積み重ねと後任指導者への円
滑な引継ぎが不可欠であろう。
ｂ）部下や後輩達への指導
部下育成では、リーダーシップに関するオハイオ州立大学での研究から導き出されたリーダーシ
ップの二機能である「構造づくり（達成機能）」と「配慮（維持機能）」の側面から考察する。この
研究によれば、「構造づくりとは、部下が目標の達成に向けて効率的に職務を遂行するのに必要な
構造ないし枠組を部下にもたらすリーダー行動」であり、「配慮とは、集団内での相互信頼、部下
のアイディア・考え方の尊重、部下の気持ち・感情への心配りによって特徴づけられるような（仕
事の場での）人間関係を生み出し尊重するリーダー行動」のことである5）。17名のリーダーシップ
スタイルの内訳は、「両機能」型が５名、「達成機能」型が11名、「維持機能」型が１名である。キ
ャリア形成過程での経験とリーダーシップスタイルの関連性を見ると、キャリア形成過程で日系企
業の仕事の進め方の特徴のひとつに納期重視があると認識した者で「達成機能」型リーダーになっ
たのは５名だった。その５名のうち４名が製造業種のリーダーである。一方でリーダーになった後
に納期管理の重要性を認識する場合がソフトウェア開発のリーダーに多く見られた。
「達成機能」を発揮して仕事がスケジュールどおりに進行するようにリードする方法としては２種
類が挙げられる。ひとつは定期的に会議を開催することであり、もうひとつは随時解決することで
ある。製造業種のリーダーで定期と随時の両方の方法を用いる場合が多く、「三現主義」を日本人
管理者や技術指導者から学び、現場を重視する傾向も強い。一方、ソフトウェア開発のリーダーで
は随時解決を採る場合が比較的多く、問題を発見したらすぐ解決することによって納期に遅れない
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ように努めていることが特徴である。
リーダーシップに関する課題としては、日系企業で納期が重視されることが多いことから「達成
機能」型リーダーを育成することに重点を置くことが挙げられる。しかし納期達成のためには職場
メンバーのモラールも重要であり、そのために「維持機能」の発揮も適宜リーダーに求める必要が
あるだろう。また後述するように体系的な研修機会を作ることによって日々の実践に理論的裏付け
ができるため、リーダーシップに自信を持つことができるのではないかと考える。
ｃ）キャリア目標
キャリア目標の点からは、ソフトウェア開発のプロジェクトリーダーのなかに、技術職からマネ
ジメント職へのキャリア展望を持つ者が多い傾向が見られる。彼らは現在の自己のリーダーシップ
に必ずしも充分な自信がある訳ではないが、日本人総経理の助言や日々の実践を通して、プロジェ
クト管理を推進している。今後の目標として、更に上級のマネジメント職に必要な専門知識を学び
たいという要望が強く、コスト管理や生産性向上といった具体的な項目が挙げられていることから
も彼らのマネジメント職志向を支援する必要があろう。また製造業種の中間管理職者からも自分の
時間を作って勉強したい、業務のレベルを上げたいという回答が多く見られた。
次に仕事の質の点からは、ソフトウェア開発技術者ではプロジェクトの規模が大きいことにやり
がいを感じるという回答が複数あり、プロジェクトの質が重要と考えられる。彼らと同期入社者の
なかには独立した者もいるようであり独立の意向について尋ねると、ある程度大きくて信頼されて
いる企業でないと規模が大きい仕事が来ないから、自分は独立しないという見解が示された。また
給与については現在必ずしも高額ではないが、現企業で実力を磨けばお金は後からついてくるので、
給与額が高いというだけで転職することは考えていないという意見が聴かれた。一方ソフトウェア
開発企業の日本人総経理は、転職のリスクは無視できないが、それでも新卒者から時間をかけて育
てることによって「純米大吟醸」と呼び得る人的財産を築いていると述べており、このような人材
育成方針のもと、同社の１～３期生に勤続志向が見られたのは企業の方針と従業員のキャリア観が
調和しているからだと考えられる。
既に挙げたように馬（1997）の研究では、日系企業で若年層の給与額が低いことへの不満が多く見
られた。しかし、今回の事例で日系企業のソフトウェア開発者のキャリア観に「目先の給与額で安
易に転職しない志向」が伺えたことは、当該企業の長期的視野での人材育成方針と合致しており、
合致していれば離職率が高い文化を持つ中国のホワイトカラー従業員も勤続意欲を持ち得るのでは
ないかと考える。
また主に30歳代以降の者は、家庭生活の向上や仕事との両立も重要な目標に挙げている。子の成
長を望み、生活レベルを向上させたいという気持ちが率直に語られた。また、女性が仕事を持つこ
とが当然視される中国社会で、日本の専業主婦がうらやましいという気持ちの表明もあった。30～
40歳代の世代としての特徴は子どもが成長期にあることが多いため、育児に時間が必要であり、ま
た教育費用がかかることである。
以上からキャリア目標に関する課題として、次の３点が挙げられる。第一にリーダーシップやマ
ネジメントに関する体系的研修機会を作ることによって、より上級職へのレベルアップの道筋を示
すこと、第二に仕事の質を重視し、例えばソフトウェア開発技術者の場合、急場しのぎの開発や小
規模な孫受け開発が続くことがないように受注管理をすることである。また、第三に中核人材を長
期的視野で育成することを考えると、育成対象者の世代や家族構成の変化などに配慮した人事施策
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の立案と充実が一層重要になることである。
以上、キャリア形成過程、現在の部下への指導、将来のキャリア目標の３点から現地中間管理職
人材育成の現状と課題を考察した。
4.2 総括
以下では考察の総括として、「キャリア開発」及び「仕事人（しごとじん）」の視点から人材育成
課題を捉える。
ａ）「キャリア開発」の視点
既に述べたように、本稿では「キャリア」を「ひとが仕事生活をある程度長期間続けている限り、
年数の歩みとともに足跡が残り、その足跡が将来の方向性も示す」という考え方に沿って捉えてい
る。すなわち、個人の仕事生活の過去から現在への軌跡とその先に描く将来の方向性である。
シャイン（1991）は、「組織と個人がどのようにして、ともに利益を得るようそれぞれの要求を
調和させうるか」を探求し、「時の経過に伴う個人と組織の相互作用」に焦点を当てた。彼はキャ
リアを個人の誕生から引退までの長い視野で捉え、キャリア・サイクルの段階ごとにキャリア開発
上の課題を設定した。キャリアを開発するとは、個人が生物的・社会的に成長することと職業人と
して成長することの両方を考慮し、これを組織の人的資源計画と調和させることである。
上記の観点から育成課題を考察すると、転職率が高い文化を持つ中国においても中核人材として
育成するには、長期的育成方針が重要といえる。長期的育成方針を採っているソフトウェア開発企
業の従業員に勤続志向が見られたことを前項で挙げたが、企業の育成方針と従業員のキャリア観が
調和していることがキャリア開発の第一歩であろう。
ｂ）「仕事人（しごとじん）」の視点
太田（1999）は、組織に一体化する「組織人モデル」は従来の大量生産型の産業に適していたが、
技術革新や情報化などの環境変化に必ずしも適さなくなっている状況を挙げ、仕事に一体化する
「仕事人（しごとじん）モデル」を提示している。太田によれば、仕事人は仕事で成果を上げ、そ
れに応じて有形無形の報酬を獲得するという行動サイクルを持つことが特徴であり、専門性が高い
職業従事者に多く見られる。彼らにとって組織は仕事を遂行する上でのインフラを提供する存在で
ある。したがってインフラ型組織は、組織が個人にきっちりと職務を割り当て厳格に管理する風土
ではなく、太田の例示によれば台湾や香港など中国系企業のなかに見られる「比較的曖昧な職務、
緩やかな管理と成果主義を結びつけて個人の活力を引き出し、個人を組織に強く取り込まない」風
土に近似している。
上記の観点で育成課題を考察すると、現地中間管理職人材は専門性が高い場合が多いため、イン
フラ型組織に近い緩やかな人事管理を採り入れることが望ましいと考えられる。このことは、彼ら
に思う存分仕事をするインフラを提供し、潜在的可能性を含めて彼らの活力を長期的に引き出すこ
とを意味する。
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本稿では、日中合弁企業における現地中間管理職者への聞き取り調査を通して、彼らの視点から
人材育成の現状を捉え、今後の育成上の課題を考察した。彼らをより良く育成することによって、
彼らが次の現地中核人材を育てるという好循環が得られ、経営の現地化が促進されると考えられる。
そのために、「キャリア開発」の視点から長期的育成方針を持ち、従業員のキャリア観と調和させ
ることと、「仕事人（しごとじん）」の視点からインフラ型組織に近似した緩やかな人事管理を採り
入れることが重要であることを指摘した。
このような方針・管理のもとで現地の中核人材を育成するならば、彼らは「労働そのものに人間
的な意味」を見出し、自己の仕事を「良い仕事」であると認識して、自らの「責任」を積極的に果
たそうとするのではなかろうか6）。彼らがこのような意識を持つことが、日中合弁企業において組
織と個人の間に、「Win-Win（両方とも勝者）関係」が成立するための基本的条件のひとつである
と考える。この関係を現地中核人材との間で成立させることができるかが、「安くて豊富な労働力」
を求めての中国進出の次のステップを進める上で重要な試金石となるだろう。
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注
1）関（1999）の第六章「転換期にあるアジア、中国戦略」pp.202-223を参照。
2）関（1997）のpp.14-16を参照。上海の経済機能の外延化は、上海市の市街から長江下流域へ及び、さらに内陸へ波
及しつつあると捉えられる。
3）金井・米倉・沼上（1994）のpp.330-331を参照。金井はキャリアを車の轍にたとえて、車のステアリング（ハンド
ル）を「キャリアアンカー」に、エンジンを「キャリアエンジン」になぞらえている。前者は将来の方向性を決
めるもので、後者はキャリア継続の原動力となるもの、である。
4）上海中和軟件有限公司の日本側出資者に入っている（株）日本国際協力機構（JAIDO）は、1989年に経団連と国
際協力銀行の出資により、発展途上国における外貨獲得型産業育成と雇用機会の創出を通して国際貢献と経済協
力を推進することを目的に設立された組織である。
5）金井（1991）のpp.87-90を参照。金井は変革型リーダーシップの研究の過程でオハイオ州立大学研究グループによ
る「二機能論」をレビューしている。
6）杉村（1993）の第六章「良い仕事の概念」pp.140-171、杉村（1997）の第九章「生としての労働―労働と自由」
pp.211-270を参照。杉村はシュマッハーによる「良い仕事」についての考え方を提示し、それによれば「生活の必
要、自己の完成、他者とのつながりの三つの目的・機能は良い仕事にとってそれぞれ不可欠であるとともに、た
がいに他を前提しあう」とされる。また、「責任」（responsibility）とは人間が身体的存在としてさまざまに状況
づけられている、その状態に対する「応答」（response）であると述べている。
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